三重県メンタルパートナー養成事業実施要領
1　目的

自殺未遂者は、事前に誰にも相談したことがない人が約6割、身近な人（友人、家族、医師等）に相談した人が約3割という状況で、公的機関や民間ボランティアへの相談は少ない。一方、自殺前の兆候に家族や職場の人たちが気づく割合は8割に上っている。

そこで、身近な人が自殺前の兆候に気づき、自殺を考えている人を相談につなげる仕組みを構築するためにメンタルパートナーを養成し、地域の絆（自殺・うつ対策ネットワーク）を強化する。

2　メンタルパートナー養成事業実施主体

三重県

3 定義

（1） メンタルパートナー

所定の研修（別表１）を受講した県民で、「気づき」から自殺を考えている人を相談へつなげようとする者。

（2） メンタルパートナー指導者

所定の研修（別表２）を受講して、自殺対策情報センターに登録された、メンタルパートナー養成研修の講師を務める者（県、市町保健師等）。

4 メンタルパートナー養成数

平成23～26年度の4年間で合計2万人。

5 実施報告

メンタルパートナー養成研修を実施した機関・団体は（様式１）により年2回（4月～9月、10月～3月実施分）指定する期日までに報告する。各市町・団体については保健福祉事務所長あてに、各保健福祉事務所については管内の市町・団体からの実施報告を取りまとめのうえ自殺対策情報センターあてに報告する。

6 研修にかかる費用

　受講料は無料

附　則

この要領は、平成２３年５月２７日から施行する。

（別表１）メンタルパートナー養成研修　基本カリキュラム
全体20分（うち、DVD15分）
	研修項目
	研修内容
	時間

	1、 メンタルパートナー養成事業
について
	・メンタルパートナーとは

	2分

	２、DVD視聴
―心の声に耳を傾けてください―

	· 自殺の現状（国・県自殺者数、推移）
· 自殺の背景（病気、家族、経済）
· 自殺の背景（ライフサイクル別にみた配慮）
· 自殺のサイン（心の葛藤に気づく）
· 傾聴（心の声を聴く）
· 自殺予防に向けて、まとめ
（サインに気づく・心の声を聞く）
	15分

	3、具体的な対応方法
　　　
	· 自分ひとりで悩みを抱えない。誰かに相談する。
· 周囲（家族、友人、職場等）に悩んでいる人がいれば、相談機関や医療機関等への相談・受診を勧める。
· 専門医に受診したがらないときは、家族だけでも相談することを勧める。
	3分


（別表２）メンタルパートナー指導者養成研修　基本カリキュラム
全体0.5日
	研修項目
	研修内容

	１、自殺の現状及び背景
	

	２、三重県における自殺対策及びメンタルパートナーの役割
	

	３、メンタルパートナー養成研修の内容について
	

	４、DVD視聴（約15分）
―心の声に耳を傾けてください―

	· 自殺の現状（国・県自殺者数、推移）
· 自殺の背景（病気、家族、経済）
· 自殺の背景（ライフサイクル別にみた配慮）
· 自殺のサイン（心の葛藤に気づく）
· 傾聴（心の声を聴く）
· 自殺予防に向けて、まとめ
（サインに気づく・心の声を聞く）

	５、メンタルパートナー養成研修における留意事項
	

	６、演習
　　　
	自殺相談場面のロールプレイ
　アセスメント（評価）と対応
　相談場面での心得
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· 受講対象者については、該当する番号を記入して下さい。
１：住民　　２：企業・職域団体　　３：学校　　４：行政



（様式１）








